
局 部 課

3 年度

9

10

当該指標を選定した理由 講座開催数の増加がサポータ養成数の増加につながるため。

目標値の設定根拠・算出方法
11.063（令和元・2年度の年間養成者数）÷287（令和元・２年度の講座開催数）＝38.5人/1回。9,000人（目標）÷

38.5≒234

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 234 234 234

実績値 196 91

達成率 84% 39%

目標値の設定根拠・算出方法
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に定められた目標達成のために必要な到達水準を年次で落とし

込みしたもの。

実績値 8,472 2,591

達成率 94% 29%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

認知症サポーター年間養成数 人

目標値 9,000 9,000 9,000 9,000

当該指標を選定した理由
認知症サポーターは認知症に関する知識を有し、認知症の方のサポートを行うことができるため、その養成人

数は認知症施策の推進の評価指標とすることに適していると考えられるから。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

サポーター養成講座開催回数 回

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

認知症に関する普及啓発の推進として以下の項目を実施

・高齢者が認知症になっても、住み慣れた地域で尊厳を持って生活できるよう、認知症について正しく理解し、認知症の

方やその家族を温かく見守り支援する認知症サポーターの養成講座を開催

・こどもたちにも年齢に応じて、認知症や福祉について学べるよう、学校の協力のもと小中学生を対象として、認知症キッ

ズ・サポーター養成講座を開催

・認知症養成講座の講師役となる認知症キャラバン・メイトの養成

主な支出先（委託・補助金・負担金等） （社福）堺市社会福祉協議会

※国・府の基準より上回って

実施した内容を具体的に記載

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

認知症高齢者とその家族等関係者

認知症を理解に関心のある市民

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

認知症になっても安心して暮らせるまちををめざし、認知症に関する知識を広め、日常生活の中で認知症の人に出会った

ときに、その尊厳を損なうことなく適切に対応することができる人を増やすこと。

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市

点検年度 令和 7 年度

2 関連計画 堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30(2018)～32(2020)年度）

事業開始年度 平成 23

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

実施根拠 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）・認知症施策推進大綱・認知症サポーター等養成事業実施要綱

介護保険法（根拠法令、条例等）

指標名 ―

―

―

―

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ (4) 高齢者が住み慣れた地域で心豊かに暮らし続けられる社会の実現

取組の方向性 ④認知症支援策の推進

   ―   ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

事務事業名 認知症サポーター等養成事業 事業番号 011-069

担当部署名 健康福祉 長寿社会 長寿支援

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
特別会計 事務事業分類 A　一般事務事業



（ ）

14

15

うち

一般財源

R3 予算

単位区　　分 令和元年度

8,472

678

80

令和2年度

2,591

710

274

R3 予算

R2

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
　認知症を正しく理解した認知症サポーターの数が増えることで、高齢者が認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続ける社会の実現につ

ながる。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　サポーターやキャラバン・メイトの養成講座ともに数年間にわたって重点的に取り組んできたこともあり、キャラバン・メイト数の伸びは鈍化したものの、認

知症サポーター数は増加した。令和２年度に事務事業総点検シートに記載した年間養成数は新型コロナウイルスの影響が大きくあり、目標を下回っ

たものの、上記の計画記載の目標の達成に向けて進んでいる状況にあると考えている。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 1人のサポーターを養成するのにかかる年間経費

R2 決算 R2 決算

① 認知症サポーター年間養成数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

R3 予算 R3 予算

R2 決算 決算

R2 決算 R2 決算

印刷製本費

R3 予算 R3 予算

委託料
R2 決算 710 136 R2 決算

事業費

R3 予算 836 161 R3 予算

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R2 決算

R3 予算 0 0 R3 予算

R2 決算 296 57

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 1,754 1,488 1,850 1,826 1,656

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 180 130 198 193 161

人件費  （ｂ） 820 810 820 820 820

受益者負担金(使用料、手数料等）　

193被保険者保険料 215 156 237 232その他

財

源

内

訳

国支出金 359 262 397

934 678 1,030 1,006 836

388 321

府支出金　 180 130

決算 決算 予算 決算 予算

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

198 193 161

市債

事務事業名 認知症サポーター等養成事業 事業番号 011-069

令和3年度　事務事業評価シート（２）


